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 公共サービスによる利益を享受する国民の立場に立って， 

 公共サービスの不断の見直しを行い，公共サービスの実施について，民間事業者の創意工夫を適切
に反映させることにより，国民のため，より良質かつ低廉な公共サービスを実現 

することが必要 

公共サービスの 

経費の削減 
公共サービスの 

質の維持向上 

公共サービス改革の必要性 

国民の視点に立った公共サービスの質の向上，効率化という課題は，国，地方を問わずい 

かなる行政機関においても，また，いかなる時代においても重要なテーマ 

民間の資金，経営能力及び技術的能力を活用した公共施設等の整備等の促進を図るための措置を講ずること等によ 

り，効率的かつ効果的に社会資本を整備するとともに，国民に対する低廉かつ良質なサービスの提供を確保し，もって 

国民経済の健全な発展に寄与 

公共サービスに関し，その実施を民間が担うことができるものは民間に委ねる観点から，これを見直し，民間事業者の 

創意と工夫が反映されることが期待される一体の業務を選定して官民競争入札又は民間競争入札に付することにより， 

公共サービスの質の維持向上及び経費の削減を図る改革を実施 



 刑務所ＰＦＩ事業実施の背景 

規制改革  総人件費改革  行刑改革  

刑事施設の過剰収容  

民間にできるものは民間に  職員数の合理化 

・施設の整備・維持管理，一部 
の運営業務について民間委託 

・民間との協働による，外部の 
目に触れる形での業務遂行 

・職員の業務負担軽減等    

・本来必要な職員増加数を 
民間職員によりカバー 

収容人員が刑事施設の定員を大きく上回る状況  

平成１８年末に昭和３１年以降で最多の被収容者数８１，２５５人を記録 

刑務所においては，民間委託が可
能な範囲を明確化し，ＰＦＩ手法
の活用等により，民間委託を推進
すべきである。 

刑務所の職員が外部の目を意識せ
ざるを得ないよう，刑務所の運営
が国民と協働して行われるような
改革を実施 

ＰＦＩ方式や構造改革特区の活用等
あらゆる手法を用いて民間委託の
拡充を図ることなどにより，増員幅
の抑制を図る。 



「民営」刑務所 

業務内容 

業務内容 

権力性強 権力性弱 

・武器・戒具の使用ほか 

実力行使 

権利制限 

・懲罰の賦課ほか 

受刑者処遇 

・刑務作業の賦課ほか 

施設の警備 

職業訓練 

領置物の保管 

官民協働刑務所 

収容監視 

改善指導 

刑務作業 信書の検査補助 

健康診断 

総務系業務 

自動車運転 

窓口受付 

食事の提供 

洗 濯 

清 掃 組織図 

幹部職員 

矯正処遇 

～受刑者を指導等する業務～ 

幹部職員 

総務，会計，領置 

給食，洗濯，清掃 

警備 

～施設警備，収容監視～ 

刑務作業・職業訓練 

教育・分類 

医療・健康診断 

組織図 

実力行使の指示 

・取調べ，懲罰 

・戒具使用 

・保護室収容 

保安事務を始め 

すべての運営業務 

混合運営刑務所 

業務内容 

組織図 監督命令，違約金賦課 

モニタリング 

毎日報告 

諸外国の刑務所ＰＦＩ事業 

英米法系 大陸法系 

いつでも立入調査可能 

モニタリング 

毎日報告 監督命令，違約金賦課 

モニタリング 

毎日報告 

実力行使 

収容監視 

名籍業務 

食事の提供 

洗濯，清掃 

職業訓練 

施設の警備 

権利制限 



（山口県美祢市，収容定員1,３00人（男子：500人，女子：800人）） 

平成１７年６月 事業契約締結 

平成１９年４月 運営開始 

スケジュール 

施設整備，維持管理，運営を実施 

事業期間：２０年間 

事業概要 

犯罪傾向の進んでいない男子及び女子受刑者 

収容対象 

経費節減効果 

 

国債限度額 

  約５６５億円 

 

契約金額   

  約５１７億円 

 

約8.5％節減 

セコム，清水建設，竹中工務店，新日鉄エンジ
ニアリング，日立製作所，小学館集英社プロダ
クション，ニチイ学館，三菱東京ＵＦＪ銀行 
ほか 

事業者 

経費節減効果 

 

国債限度額 

 約１,０２６億円 

 

契約金額   

  約９２２億円  

 

約10.1％節減 

（島根県浜田市，収容定員2,000人） 

平成１８年１０月 事業契約締結 

平成２０年１０月 運営開始予定 

スケジュール 

施設整備，維持管理，運営を実施 

事業期間：２０年間 

事業概要 

犯罪傾向の進んでいない男子受刑者 

収容対象 

大林組，綜合警備保障，日本電気，丸紅， 
グリーンハウス，ピーエイチピー研究所， 
みずほコーポレート銀行 ほか 

事業者 

（栃木県さくら市，収容定員2,000人） 

平成１９年 ６月 事業契約締結 

平成１９年１０月 運営開始 

スケジュール 

維持管理・運営に特化（施設整備は国実施） 

事業期間：１５年間 

事業概要 

犯罪傾向の進んでいない男子受刑者 

収容対象 
経費節減効果 

 

国債限度額 

  約４０１億円 

 

 契約金額   

  約３８７億円 

 

約3.4％節減 

セコム，三井物産，東京美装興業， 

小学館集英社プロダクション ほか 

事業者 

（兵庫県加古川市，収容定員1,000人） 

平成１９年 ５月 事業契約締結 

平成１９年１０月 運営開始 

スケジュール 

維持管理・運営に特化（施設整備は国実施） 

事業期間：１５年間 

事業概要 

犯罪傾向の進んでいない男子受刑者 

収容対象 

経費節減効果 

 

国債限度額 

  約２５３億円 

 

 契約金額   

  約２４７億円 

 

約2.3％節減 

大林ファシリティーズ，綜合警備保障，東レ， 
マンパワージャパン，ピーエイチピー研究所， 
コクヨ近畿販売 ほか 

事業者 

刑務所ＰＦＩ事業の概要 

（※H22.8 約６３９億円） 

※ 収容棟増設に伴う契約変更によるもの 



経済効果 

美祢社会復帰促進センター 島根あさひ社会復帰促進センター 

約７.５億円／年（推計） 地元発注額 

３０９名（市内１９８名） 雇用人数 

約５.３億円／年（推計） 地元発注額 

２７８名（市内１２０名） 雇用人数 

  ※参考：美祢市人口 ３万人（平成20年12月現在） 
  ※参考：浜田市人口 ６万１千人（平成20年12月現在） 

播磨社会復帰促進センター 

約４.５億円／年（推計） 地元発注額 

２６０名（市内７６名） 雇用人数 

約３億円／年（推計） 地元発注額 

１３１名（市内５８名） 雇用人数 

  ※参考：加古川市人口 ２６万人（平成20年12月現在）  ※参考：さくら市人口 ４万３千人（平成20年12月現在） 

地方交付税交付金 

国勢調査令では受刑者は刑務所の“住民”として計算 

地方交付税交付金は国勢調査の住民人口に基づき算定 

島根県 約３億円／年 

浜田市 約２億6,000万円／年 ※誘致時の推計 

地 方 税 

国は非課税であるが，株式会社であるＰＦＩ事業者
は納税の義務 

法人事業税（島根県） 約3,000万円／年 

法人住民税（浜田市） 約2,000万円／年  

              ※誘致時の推計 

喜連川社会復帰促進センター 



作業・職業訓練 

☆ 農業科 

☆ 給食 

教育・分類 

☆ ファンダメンタルプログラム 

・社会復帰後，健全な生活を送るた
めに必要な基礎的知識の習得 

☆ 反犯罪性思考プログラム 

・認知行動療法を用いたグループ
ワーク 

☆ アディクションコントロール 

・依存症からの回復のための心理療
法的グループワーク 

☆ 作業療法 

 ・フラワーセラピー 

 ・リハビリスポーツ 

 ・つくろうプログラム 

総務 

☆ 面会予約システム 

☆ 領置倉庫監視カメラ 

領置倉庫監視カメラ

映像記録装置

領置倉庫監視カメラ

映像記録装置

☆ 警備システム 

警備 

 ・警備システムとの連携による警
備業務の効率化 

総務・警備 

事業期間 

対象施設 

事業者 

作業・職業訓練・教育・分類 

事業期間 

対象施設 

事業者 

給食担当企業での採用 

・古着の仕分け・回収作業 

を実施し，発展途上国へ寄付 

☆ 社会貢献作業の実施 

・施設内の農業で職業訓練 

として農業に関する基礎知 

識と技術を習得 

・外部通勤作業として 

近隣の農業法人で農作業を実施 

・新調理システムを導入 

した就労に直結する実践 

的職業訓練の実施 

☆ ネイリスト科 

 ・専門学校の協力の下，基礎技術
の習得と自立開業に必要な知識の
習得 

大阪データセンター

ホームページ

面会予約入力

予約データ

大阪データセンター

ホームページ

面会予約入力

予約データ

面会予約システム

データバック
アップ装置

ウイルス対策

面会予約事前登録

ID,パスワード発行

面会予約システム

データバック
アップ装置

ウイルス対策

面会予約事前登録

ID,パスワード発行

（暗
号
化
）

予
約
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

静岡刑務所 笠松刑務所

大阪データセンター

ホームページ

面会予約入力

予約データ

大阪データセンター

ホームページ

面会予約入力

予約データ

面会予約システム

データバック
アップ装置

ウイルス対策

面会予約事前登録

ID,パスワード発行

面会予約システム

データバック
アップ装置

ウイルス対策

面会予約事前登録

ID,パスワード発行

（暗
号
化
）

予
約
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

静岡刑務所

大阪データセンター

ホームページ

面会予約入力

予約データ

大阪データセンター

ホームページ

面会予約入力

予約データ

面会予約システム

データバック
アップ装置

ウイルス対策

面会予約事前登録

ID,パスワード発行

面会予約システム

データバック
アップ装置

ウイルス対策

面会予約事前登録

ID,パスワード発行

（暗
号
化
）

予
約
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

静岡刑務所 笠松刑務所

  ウィルス対策

バックアップ装置

ホーム
ページ
面会予
約入力

　
暗
号
化
予
約

予約
データ

外周系

工場系

廊下系

居室系

中門系

巡回ボタン

生体認証

巡警巡回

防犯センサー

非常ベル

異常検聴

巡警巡回

警報連動

防犯線

生体認証

スピーカー

総合監視

外周

工場

廊下

居室

中門

 
外塀異常 構内異常 居室内異常

監視カメラ

通報

総合監視システム

警報ブザー グラフィック表示

カメラ映像

異常の早期発見・通報 確実な状況把握等

経費節減効果 約2.1億円 
雇用創出   約120人 
  （平成22年10月現在） 

スケールメリット 

による経済性の向上 

民間ノウハウの活用 

公共サービス改革法を活用した刑事施設の運営事業の民間委託 



刑事施設における民間委託の今後の方向性 

刑事施設の運営業務に係る民間競争入札 
拡大措置検討委員会報告書 提言概要 

  
    

総務系業務 

職業訓練・教育業務 

収容関連サービス業務 

  
    



刑事施設における民間委託の今後の方向性 

総務系業務 

  
    

○ ①最初に，複数年の事業期間で事業を実施し，業務水準の維持・向上が図れる等の成果を踏まえ，  
 ②次に，複数の刑事施設を対象とする事業を実施 
○ ②の場合，民間に委託する業務の標準化を図ることが前提 
○ 標準化した業務のうち，集約できる業務については，将来，同一矯正管区内のすべての刑事施設の  
 業務委託を目指す  

職業訓練・教育業務 

  
    

○ 既に国が実施している改善指導については引き続き国が実施し，改善指導を一層充実させる観点か 
 ら，高齢受刑者処遇など，その時々の犯罪情勢に応じた新たな課題を踏まえ，民間のノウハウを活用 
 できる教育プログラムを一般改善指導として，民間事業者に委託 
○ 職業訓練についても，既に国が実施しているものについては，引き続き国が実施し，民間のノウハ 
 ウを活用し就労に直結するなどの職業訓練の実施を民間事業者に委託  

  
    

収容関連サービス業務 

○ 「地域との共生」を実現する観点から，刑事施設周辺地域の雇用促進，経済振興に資する収容関連 
 サービスの民間委託を実施することで，刑事施設周辺地域の矯正処遇に対する一層の理解及び支援を  
 得る 
○ 厨房施設等の建替時期が到来している刑事施設の給食及び洗濯業務について，増改築に合わせ国に 
 おいて新たに厨房施設等を整備の上，民間事業者に委託することとし，その際必要な要員については  
 地元からの雇用，食材等の必要な物資については地元調達を，それぞれ入札条件として，実施を義務 
 付ける。 
○ あわせて，厨房施設の配置を工夫することにより，被収容者に対する給食のみならず，刑事施設周 
 辺の学校や社会福祉施設への給食，独居老人に対するケータリングサービスなども一緒に実施できる 
 ことを検討する。 


